
 

 

請  願  文  書  表 

（令和８年10月16日） 

受理番号・受理 

年月日及び件名 

請願第15号（８．10．８） 

 憲法改正の発議を行わないよう国に求めるとともに、平和施策を推進

する部署の設置を求める請願 

請 願 の 要 旨 私たち神戸市民は、平和を願い、戦争につながるいかなる動きにも強

い懸念を抱いている。現在、高市自民・維新政権は憲法第９条の改正と

緊急事態条項の創設に向けた条文起草を進めている。 

第９条の改正では、自衛隊を憲法に明記する案や、戦力の不保持を定

めた第２項を削除して「国防軍」を明記する案が示されている。これら

は、日本が武力紛争に関わる道を広げるおそれがある。 

緊急事態条項の創設では、有事や大災害を理由に国会議員の任期延長

などを可能にする内容が検討されているが、国会の機能を弱め、権力を

内閣に集中させ、国民の権利を制限することにつながりかねない。 

阪神・淡路大震災を経験した神戸市民として災害への対応に必要なの

は、憲法改正ではなく平時からの法制度の整備と自治体の備えである。 

憲法尊重擁護義務がある内閣の長が率先して憲法改正を推し進めてい

ることは、憲法第99条の趣旨にそぐわない。 

神戸大空襲の経験を踏まえ、神戸市会は平和都市宣言を議決し、非核

平和都市を宣言するとともに、核兵器積載艦艇の神戸港入港拒否に関す

る決議を全会派一致で採択してきた。しかし神戸市には、その理念を市

政として継続的に推進する専任の部署が置かれていない。 

平和都市を宣言した神戸市にとって、改憲の動きに対して、市民の懸

念を受け止め、国に対して声を上げることも平和都市としての役割であ

る。その役割を市会が担う手段が、国に対する意見書の提出である。 

市民の平和への願いを市政に反映させるため、神戸市においても平和

施策を担う部署を設け、平和都市宣言・非核平和都市宣言の理念の普

及、戦争体験の継承、非核神戸方式の発信などに取り組むべきである。 

よって、下記の事項について請願する。 

１．国会及び政府に対し、憲法改正の発議を行わないよう求める意見書

を提出すること。 

２．平和都市宣言・非核平和都市宣言の理念に基づく平和施策を推進す

るための部署を設置すること。 

３．神戸市会に、平和に関する事項を調査・審議する特別委員会を設置

すること。 

請 願 者 の 住 所 

及 び 氏 名 

神戸市垂水区 
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紹介議員の氏名 （代表）赤田 かつのり   香 川 真 二 
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